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浄化槽法第７条及び
第１１条検査機関指
定基準の緩和、
浄化槽法第１１条検
査の保守点検への代
用

浄化槽法第１０条、
第１１条、第５７条
環境省関係浄化槽
法施行規則第６
条、第５５条

　浄化槽管理者は、毎年一回、都道府県知
事が指定する指定検査機関の行う水質に
関する検査を受けなければならないとされ
ている。
　また、浄化槽管理者は、環境省令で定め
るところにより、浄化槽の保守点検をしなけ
ればならないとされている。

現行省令で規定されている浄化槽
法第７条及び第１１条検査の指定
検査機関指定基準について、民法
第３４条の規定により設立された法
人のみならず普通・特別を問わず
地方公共団体についても指定可能
とする。
また、浄化槽法第１１条検査をもっ
て１回分の保守点検に代用可能と
する。

　地方公共団体において、浄化槽法第１
１条に定める定期検査を実施することに
より、当該行政区域内に設置された浄
化槽の定期検査受検率を向上させ、公
共用水域等の水質保全につながる。
　また、浄化槽法第１１条検査を１回分
の保守点検に代用することにより、設置
者の負担軽減及び当該検査の受検率
を高め、ひいては生活環境の保全及び
公衆衛生の向上に寄与する。

　本村を組織団体とする一部事務組合において、環
境省関係浄化槽法施行規則第５５条に定める指定検
査機関の指定基準を満たすことが十分可能であると
ともに同条第２項第１号に規定する公益法人と同様
に「浄化槽法定検査ガイドライン」に基づく検査機能
を有しているため、当該組合が法定検査を実施する
ことにより浄化槽設置者への啓発や、よりきめの細
かい指導、助言が可能となる。
　また本村では、村内に設置されているすべての浄
化槽について、本村を組織団体とする一部事務組合
において保守点検を行っており、浄化槽法第１１条に
規定する定期検査は知事指定の検査機関により実
施されている。しかしながら、当該第１１条検査の検
査項目が保守点検項目に酷似していること、あるい
は行政が通常の保守点検を行っていることから第１１
条検査を拒否されるケースが増えてきている。これが
状況に鑑み、第１１条検査を１回分の保守点検に代
用すること、あわせて上記提案の地方公共団体が指
定検査機関となり第１１条検査及び保守点検を実施
することが可能になれば、本村においては第１１条検
査の受検率が限りなく１００％に近づき、住民の生活
環境の保全及び公衆衛生の向上につながる。

Ｃ

  浄化槽法第１１条に規定される設置後等の検査（第１１条検査）
は、都道府県に代わり公平中立な第三者である指定検査機関
が浄化槽の保守点検及び清掃が適正に実施され、浄化槽の機
能が正常に維持されているか否かを確認するために行うもので
ある。
本件は、保守点検を行っている提案者自身が第１１条検査を行
うことを要望するものであり、検査を公平中立に実施することが
できないおそれがある。
　また、浄化槽の保守点検は、浄化槽管理者又は浄化槽管理者
から委託を受けた保守点検業者等が、浄化槽の点検、調整又は
これらに伴う修理をする作業である。具体的には、浄化槽の単
位装置や付属機器類の作動状況、放流水の水質等から、浄化
槽へのばっ気量の調整、ブロワ等の部品交換、薬剤の補充等を
行うことにより、放流水の水質の更なる良化を図るとともに、異
常や故障等への予防的措置を講ずる複合的作業であり、浄化
槽の状態を把握するための第１１条検査によって代替できる業
務ではない。
　以上により、本件の提案者が第１１条検査を行うこと及び第１１
条検査を１回分の保守点検に代用することは適切ではない。

　右提案主体からの意見
を踏まえ、再度検討し回
答されたい。

普通地方公共団体（山添村）が指定検査
機関になるとともに、保守点検業者の知
事登録を受け、１１条検査と同時に保守点
検１回分を実施し、その結果を保守点検
の残回数を実施する業者（一部事務組
合）に通知・指導することとすれば、１１条
検査の公平中立性が保たれ、浄化槽機能
のより正常な維持及び放流水質の更なる
良化が図れるのみならず、浄化槽管理者
の負担軽減が図れ、当該検査の本来の
目的である公共用水域の水質保全に寄
与するものと考える。あるいは、普通地方
公共団体が指定検査機関となり１１条検
査を実施する（この場合は保守点検と１１
条検査は併用できない。）ことにより地域
の実情に即した環境行政が展開できると
考えるが。

Ｃ

　第１１条検査は、都道府県に代わり公平中立な第三者である指
定検査機関が行うものであり、保守点検を行っている者が第１１条
検査を行うことは、検査の第三者性を損ない公平中立に検査を実
施することができないおそれがある。
　また、浄化槽の保守点検は、浄化槽管理者又は浄化槽管理者か
ら委託を受けた保守点検業者等が、浄化槽の点検、調整又はこれ
らに伴う修理をする作業であり、それらが適正に実施され、浄化槽
の機能が正常に維持されているか否かを確認するための第１１条
検査によって代替できる業務ではない。
　以上により、本件の提案者が第１１条検査を行うこと及び第１１条
検査を１回分の保守点検に代用することは適切ではない。
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山添村 環境省
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下水汚泥燃料化物に
対する廃棄物該当性
の判断の規制緩和、
又は再生利用認定制
度の適用

廃棄物処理法第２
条、第14条第１項
及び第６項、第15
条の４の２

リサイクルについても、廃棄物処理法に
のっとり行う必要がある。

下水汚泥燃料化物（造粒乾燥物）
の再生利用について、製造業に限
定された輸送費の取扱いに関する
廃棄物該当性の判断（引渡し側が
輸送費を負担して経済的損失が生
じている場合でも、再生利用するた
めに有償で譲り受ける者が占有者
となった時点以降は廃棄物に該当
しないとすること）を、燃料として利
用することについても適用させるこ
と、又は再生利用認定制度の対象
とすること。

流域下水道の浄化センターで発生する
下水汚泥の一部を燃料化（造粒乾燥方
式）し、近隣の製紙工場において補助燃
料として有償使用することにより、下水
汚泥のバイオマス燃料としての再生利
用を推進し、下水汚泥処理費用の削減
や、循環型社会の形成推進、環境負荷
の低減等を目指すもの。

提案理由：
　産業廃棄物の再生利用については、引渡し側が輸
送費を負担して経済的損失が生じている場合でも、
有償で譲り受ける者が占有者となった時点以降は廃
棄物に該当しないものとされているが、その適用は
製造業の原材料の一部として利用するものに限定さ
れており、計画している事業においては、譲渡価格
が輸送費を上回らない限り、燃料利用者には廃棄物
処理の許可が必要とされる。提案した措置により、企
業としての社会的イメージや、廃棄物処理の許可取
得の負荷軽減など、燃料利用のインセンティブを高め
ることが可能となる。
代替措置：
　今回の事業は、下水道事業者である県が行う下水
汚泥の燃料化であり、県と燃料利用者間では利用に
関する基本協定を締結するとともに、県による定期的
な利用状況の確認等がなされることから、燃料化物
がぞんざいに扱われることはない。

C 　

　廃棄物に該当するか否かについては、平成11年３月10日の最
高裁判所判決にもあるとおり、その物の性状、排出の状况、通
常の取扱い形態、取引価値の有無及び事業者の意思等を総合
的に勘案して判断する、いわゆる総合判断説に則って判断する
こととされており、廃棄物に該当する場合は、その処理に際し廃
棄物処理法上の許可の取得が必要となるところである。
平成17年３月25日通知において生産設備における製品の原材
料の一部とする場合のみ特例の対象としている趣旨は、再生品
が市場において確実に利用される製品となることにより、再生製
品の利用を含め再生利用において生活環境の保全上の支障を
生ずるおそれがなく、生産設備は日常的な監視を要せずとも生
活環境の保全が確実に担保されるよう安定的に稼働しているも
のであることから、製品の原材料の一部として利用されることが
確立・継続し、製品に売却実績があり、製造業の生産設備を用
いることによって生活環境の保全の確実な担保が可能である場
合に限り、廃棄物の該当性の判断する際の取扱を明確化してい
るところである。
　加えて、熱回収については、国際的な動向として廃棄物処理の
優先順位が確立しており、熱回収はマテリアルリサイクルと比し
て優先順位が低いものとなっており、さらに、循環基本法にもそ
うした旨の規定がなされているところであり、安易にこの順位を
変更すべきでないと考える。
　なお、ご提案の内容については、必要な廃棄物処理法上の許
可を県より取得して頂ければ実施可能なものと考えられる。

　提案にある「再生利用
認定制度」の対象とする
ことの可否について回答
されたい。

Ｃ

　再生利用を大規模・安定的に推進するための施策が求められる
一方、処理施設の設置を巡る住民紛争が激化し、施設設置が非常
に困難となっている中、生活環境の保全を確保しつつ再生利用を
大規模・安定的に推進するため、ア）再生品が市場において確実に
利用される製品となることにより、再生製品の利用を含め再生利用
において生活環境の保全上の支障を生ずるおそれがないこと、イ）
こうした再生製品を生み出すためには、既存の生産設備を活用す
ることが有効であり、その生産設備が、日常的な監視を要せずとも
生活環境の保全が確実に担保されるよう安定的に稼働しているも
のであること、ウ）広域的かつ大規模に再生利用が促進されるこ
と、等が確保される場合においては、国の認定により業及び施設
設置の許可を不要とするといった規制緩和措置が必要と考えら
れ、再生利用認定制度が創設されたところである。以上のような背
景から、生活環境の保全の確実な担保が可能である生産設備等
において、大規模に再生利用を推進することが再生利用認定制度
の趣旨となっている。これらの趣旨を担保して生活環境の保全を確
保するため、再生利用認定制度の対象物に要件を設け、また、再
生利用認定制度に係る諸々の要件を定めているところである。
　御提案の内容は、上記再生利用認定制度の趣旨とは異なるもの
であり、また、廃棄物処理法施行規則にある再生利用認定制度の
基準の「受け入れる廃棄物を主として燃料として使用することを目
的とするものでないこと。」にも合致しない。よって、再生利用認定
制度の対象とすることは適当ではない。
 なお、御提案の内容については、必要な廃棄物処理法上の許可を
県より取得して頂ければ実施可能なものと考えられる。
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宮城県 環境省
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0 オオクチバスの飼養、

保管、運搬、引受、購
入等の禁止の緩和

特定外来生物によ
る生態系等に係る
被害の防止に関す
る法律第４条、第５
条、第８条

１　オオクチバスは、我が国の生態系及び
漁業に被害をもたらすことから、特定外来
生物による生態系等に係る被害の防止に
関する法律（平成16年法律第78号　以下、
「法」という。）に基づき、法施行時の平成17
年６月から特定外来生物に指定されてい
る。
２．特定外来生物は、飼養等（飼養、保管、
運搬）、譲渡し等（譲渡し若しくは譲受け又
は引渡し若しくは引取り）等が禁止されてお
り、法及び主務省令で定める目的及び基準
に適合し、主務大臣（オオクチバスについて
は環境大臣及び農林水産大臣）の許可を
得なければ飼養等をしてはならないこととさ
れている（法第４条、第５条及び第８条）。
３．なお、オオクチバスの指定時に既に漁業
法に基づく漁業権が設定されていた湖につ
いては、「第５種共同漁業権に係る特例」と
して、飼養等の基準等を別途定め、一定の
条件の下での飼養を認めている。

池原ダム湖をバス釣り場として運
営していくには、新たにバスの成魚
を放流していかなければ成り立ち
ません。その為にはオオクチバス
の保管、運搬等が必要になること。
又、オオクチバスの譲渡(引受購入
等）等も必要になる為、この禁止措
置の緩和をお願いしたい。

当過疎地域（下北山村・上北山村）に年
間1.5～1.8万人の釣り人が全国から訪
れ、地場産業の少ない地元に及ぼす経
済的波及効果は年間約６億円と推定さ
れ、非常に大きなものになっておりま
す。このバス釣りが減少、衰退するとそ
のマイナス影響は目に見えております。
従い地域活性化や経済効果に貢献して
いるバス釣り場を今後とも維持、継続し
ていく為にオオクチバスの放流を行な
い、バス釣り場として運営できるようにし
たい。

「外来生物法」が施行され、今後のバス釣り客の減少
の影響を危惧しており、当池原ダム湖でのバス釣り
場として定期的な放流等が出来なくなり、結果バス釣
り場として成り立たなくなる事が予想される為。
  今後、地元警察、広域消防等の協力のもと、ダム湖
における清掃、安全確保、湖面監視、水難防止等に
努める。

Ｃ

特定外来生物による生態系等に係る被害の防止に関する法律
は、生態系及び農林水産業に被害をもたらす侵略的な外来生物
については、その輸入や飼養、運搬さらには放つこと等を全国一
律に規制し、あわせて野外に定着した個体の防除を推進するこ
とによってその被害の防止を図ることを目的としている。
　オオクチバスは、生態系、農林水産業に甚大な被害をもたらす
典型的な生物として法施行時から特定外来生物に指定された生
物であり、自然環境下での放流を前提とした飼養、保管、運搬、
引受、購入等の禁止を緩和することは上記の本法の趣旨から認
められない。
　なお、指定時に既に漁業権が設定されていた４つの湖（河口
湖、芦ノ湖、山中湖、西湖）については、既得の権利の保護及び
漁業法に基づく義務の履行との整合を図る観点から一定の条件
の下での飼養を認めているものであり、これを他の水域に新た
に適用することは外来生物法の趣旨そのものに反する。

提案者の提案の趣旨
は、外来生物法の趣旨を
踏まえながら、右提案主
体からの意見にもあると
おり、池原ダム湖のよう
な閉鎖性の水域におい
て、生態系や農林水産業
への悪影響等がないと
考えられる場合に限って
規制の緩和を検討してほ
しいというものである。こ
の点に留意しつつ、再度
検討し回答されたい。

提案に対する回答によれば、オオクチバ
スの放流、保管、運搬、譲渡を行うことは
法律の趣旨から認められないとのことであ
る。しかし池原ダム湖は日本でも有数の
バス釣場のメッカであり他府県からのバス
釣客による経済効果も大きく、温泉施設な
ど地元業者の将来の事業継続の大きな要
因となっている。池原ダムは発電用揚水
式ダムであり満水時であっても下流へ魚
が生きて流出することなく自然環境下とい
うより閉鎖系の水域であり、ブラックバス
の放流を行っても下流への拡散の影響は
なく、御懸念される被害の悪影響を及ぼす
ことはないと考える。

Ｃ

外来生物法は輸入や飼養、運搬等から放つことまでを一貫して禁
止することによって特定外来生物による被害の防止を図るものであ
り、ダム湖やため池等の人為による一定の改変が加えられた環境
であっても、自然環境下での放流を前提とした飼養、保管、運搬、
引受、購入等の禁止を緩和することは認められない。

　池原ダムは、バス釣りの
最も盛んな地域の一つであ
り、同ダム湖におけるバス
釣りの振興は、地域経済の
動向に直結している。
　このようなことにかんが
み、外来生物法の飼養等
の禁止について、提案者の
求める緩和ができないか、
右提案者意見を踏まえ、再
度検討し、回答されたい。

両村の基盤産業である建設業、林業が低迷してる
昨今、池原ダム湖におけるバス釣り場には、全国か
ら多くの釣り客が訪れ、地場産業の少ない地元の
旅館業・ガソリンスタンド・ボート業者等に多大な経
済効果をもたらしており、過疎化の進む村に村外か
らの若者の定住等雇用の創出を考える重要な観光
資源であると両村が位置づけている。この度の規
制についても認識してますが数年前までは青少年
を対象とした「ブラックバス・フィッシングスクール」を
開催し、社会的ルールや自然とのふれあい等につ
いて研鑽して参りました。今後管理釣り場として確
立できれば自然生態系等のしくみや自然保護を訴
える場としても活用出来ると考え再々度提案致しま
す。

1
0
1
9
0
1
0

下北山村漁
業協同組
合、上北山
村漁業協同
組合

農林水産省
環境省

1
3
0
0
4
0 不法投棄された家電

の家電リサイクル法
の適用除外（市で分
別リサイクルを行う）

家電リサイクル法
第54条

市町村は、収集した特定家庭用機器廃棄
物を製造業者等に引き渡すことができる。

家電４品目については、家電リサイ
クル法によりリサイクル料金を支
払ってリサイクルすることが義務付
けられているが、不法投棄された
家電４品目については適用除外と
し、回収した市において独自に解
体、分別リサイクルを行えるように
する。

現在、不法投棄された家電４品目につ
いては市の予算でリサイクル料金を負
担して法のリサイクルルートに乗せて処
理している。不法投棄による家電４品目
の数は、それほど多くはないが、そもそ
も法が違法行為である不法投棄された
家電について想定したものであるかも疑
問があり、不法投棄された家電４品目に
限り、法の適用除外とすることにより、
市の処理施設において、市独自のリサ
イクルを行いたい。

家電４品目について、家電リサイクル法により、リサ
イクル料金を支払わなければならないが、不法投棄
された家電については市がその料金を負担してい
る。本来不法投棄は違法行為であり、あってはならな
いことであるが、現実問題として発生している。その
リサイクル料金を市が負担することは、本来の排出
者負担の原則からはずれるものである。そこで、不法
投棄された家電４品目については法の適用除外とし
て、本来のリサイクルルートによらず、回収した市に
より独自のリサイクル処分を行ってもよいこととする。

Ｄ

　市町村が回収した不法投棄された特定家庭用機器廃棄物に
ついては、製造業者等に引き渡すことが家電リサイクル法上義
務付けられているものではなく、市町村において廃棄物処理法
の廃棄物処理基準に従い処理を行うことができることとされてお
り、御提案の内容は現行の規定で対応可能である。
　なお、市町村で処理を行う場合には、特に廃棄物処理法の廃
棄物処理基準に基づき環境大臣が定める特定家庭用機器廃棄
物の処理方法（「特定家庭用機器一般廃棄物及び特定家庭用
機器産業廃棄物の再生又は処分の方法として環境大臣が定め
る方法」（平成11年６月厚生省告示第148号））に十分御留意願
いたい。

Ｄ

1
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2
9
1
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0

多治見市
経済産業省
環境省

1
3
0
0
5
0 アスベスト廃棄物無

害化処理認定手続き
における要件等の緩
和

廃棄物処理法第９
条の10、法第15条
の４の４

無害化処理認定制度の認定に係る申請書
には、当該処理施設を設置することが周辺
地域の生活環境に及ぼす影響についての
調査の結果を記載した書類を添付しなけれ
ばならない。

廃棄物処理法改正での｢高度技術
による無害化処理」の認定につい
て国が個々の施設の安全性及び
高度技術による無害化処理を確認
し要件を満たしてる場合には無害
化処理認定手続きにおける生活環
境アセスの簡素化又は廃止。

オゾン層破壊・地球温暖化問題であるフ
ロンと社会問題化しているアスベスト
（廃石綿）の同時無害化リサイクル新事
業を早急に確立する。フロン回収破壊
法が施工し５年目になるがフロン回収率
が約30％にとどまり低迷している、更な
る回収率の向上を目指す。また、アスベ
スト廃棄物においては現状では大半が
最終処分場に埋め立てられているが、
無害化処理し砕石等にリサイクルし最
終処分場の延命化を図る。また陸海輸
送等における時間・安全面などリスク・コ
スト面での低減化にもつながる。同時無
害化の新事業により、地球環境の改善・
保全に貢献し国民への環境問題に対す
る意識の高揚を図る。

沖縄県においては特別管理廃棄物である廃石綿（ア
スベスト）を取扱品目とする最終処分場がない、さら
に廃石綿を中間処理するための溶融施設を有する
業者もいないため、県外への海上輸送になり処理す
るまでの間における安全面などリスク・コスト面での
問題がある。また沖縄県においては、民間・公共等
の建築物の解体等に伴い発生する廃石綿のみなら
ず、在日米軍基地の約70％を占める在沖米軍基地
（再編問題も含む）からも大量に発生する。廃石綿処
分場・処理施設のない沖縄県においては早急な課題
であることから、この特例措置により「高度技術によ
る無害化処理」を早急に実施したい。フロンによって
廃石綿を同時無害化する技術は溶融施設ではなく化
学反応分解を用いたものである。また種類は廃石綿
のみであり破砕設備等無害化処理工程はすべて屋
内である事から管理面・安全面においても集中して
の迅速かつ安全な無害化処理事業が図れる。

C 　

無害化処理認定制度は、石綿含有廃棄物のように人の健康又
は生活環境に係る被害を生ずるおそれがある性状を有する廃棄
物を、高度な技術によって無害化処理しようとする者を認定する
ものであり、対象となる廃棄物の人の健康又は生活環境に係る
被害を生ずるおそれがあるという性状にかんがみ、また、それら
の廃棄物の処理に高度な技術を用いるものであるということに
かんがみ、無害化処理を行う施設は、周辺の生活環境への影響
や安全性を慎重に判断することが求められる。また、同様の理
由から、施設の周辺自治体や利害関係者の関心も非常に高くな
ることが予想される。以上を踏まえ、無害化処理認定制度にお
いては、認定に当たっては認定を受ける者に周辺地域の生活環
境への影響の調査の実施を求め、それを含めて、地元関係者の
意見を聴き、その結果を踏まえた審査を行うことが求められる。
よって、生活環境アセスの手続の簡素化や廃止は不適当であ
る。

　右提案主体からの意見
を踏まえ、少なくとも生活
環境影響調査の調査方
法の簡素化が図られな
いか、再度検討し回答さ
れたい。

廃棄物処理法改正の概要・無害化認定制
度の概要に記載されている１背景・〔解説〕
に鑑み「高度技術による無害化処理」とい
う新たな処理ルートを早急に確保、実施し
国民の不安をなくす事が緊急な課題であ
る。現状においては環境省の危惧してい
る不適正処理が発生している。無害化認
定制度に関しては予め実証試験を実施す
る事になっており、その段階から周辺自治
体や利害関係者に認知してもらう事により
生活環境アセスの手続の簡素化や廃止
は可能と考えます。また処理工程はすべ
て屋内であり新システムを国民にオープン
にし高度な技術による無害化処理の安全
性・廃棄物処理の重大さを再認識してもら
う事により廃棄物処理法改正の大きな意
義がある。

Ｃ

　産業廃棄物処理施設は、一般に迷惑施設とみなされており、立
地に当たっての紛争が多発してきた。その原因として、設置に当
たって地域住民や地元自治体に設置に関する情報が開示されず、
地域の生活環境への配慮がどのようになされるのか不透明という
点があった。このため、平成９年の廃棄物処理法改正により、従来
の技術的審査のみならず、①生活環境影響調査、②施設の設置
計画、生活環境影響調査の結果等の公告・縦覧、③関係市町村の
意見聴取、④利害関係者の意見提出等の設置手続を法定化した
ものである。この改正は、処理施設の立地が困難になり、ひいては
処理施設が逼迫するという事態を打開し、適切な施設の円滑な整
備を進めるための措置であった。
　今般措置した無害化処理認定制度においては、扱う廃棄物が有
害な物性を有する石綿廃棄物であることから、通常の処理施設に
比べていっそう設置に当たっての手続が重要であり、生活環境影
響調査を省略することはできない。
　ただし、調査項目や調査期間については、処理の方法によっては
省略可能なものや短縮可能なものもあり得ることから、関係行政機
関と調整の上、必要と判断される事項について調査するといった取
扱いは可能である。
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4
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0
1
0

沖縄県フロン
回収処理事
業協同組
合、特定非
営利活動法
人　沖縄親
交国際協議
会、㈱ヴィド
沖縄

環境省
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管理
コード

具体的事業を実現す
るために必要な措置

(事項名)
該当法令等 制度の現状 提案の具体的内容 具体的事業の実施内容 提案理由

措置
の分
類

措置
の内
容

各府省庁からの提案に対する回答 再検討要請 提案主体からの意見

「措置
の分
類」の
見直し

「措置
の内
容」の
見直し

各府省庁からの再検討要請に対する回答 再々検討要請 提案主体からの再意見
提案事
項管理
番号

提案主体名
制度の所管・
関係官庁

1
3
0
0
6
0

専らバイオマス系一
般廃棄物を有効利用
するために収集運搬
する者に対する届出
制の創設

廃棄物処理法第７
条第１項

一般廃棄物のリサイクルについても、廃棄
物処理法にのっとり、リサイクルを行う必要
がある。

バイオマス系一般廃棄物（間伐
材、廃食用油etc.）を専ら、発電等
のエネルギー転換やＢＤＦ等の代
替え燃料に再生するために、ＮＰＯ
や地域活動団体がボランタリーに
継続的に収集運搬する場合にあっ
ては、廃棄物処理法第７条に規定
される市町村長の許可制度に替え
て、より簡便な手続で市町村長が
適正処理の観点からの可否を判断
し、支障なき場合には登録により
バイオマス系一般廃棄物の収集運
搬が可能となる届出制とする。

バイオマス資源の利活用を促進し、地
球温暖化対策や循環型社会の構築を
推進する。具体的には、間伐材や廃食
用油等の一般廃棄物系バイオマス資源
の利活用を促進するため、現行の一般
廃棄物処理業許可制度に加え、「バイオ
マス資源有効利用収集運搬者届出制
度」（仮称）の新設を求める。これによ
り、経済的・時間的コストを要する許可
取得が不要となり、NPO法人や地域的
活動団体（自治会等）などの幅広いセク
ターの参画が促進され、地球温暖化防
止に資する資源循環物としてのバイオ
マスの有効利活用の環が拡がると期待
される。

廃棄物処理法上、一般廃棄物の収集運搬業は、適
正な処理を確保するためその責を負う市町村長の許
可制度下に置かれている。現在、NPO法人や地域的
活動団体等のボランタリーな活動により、バイオマス
系廃棄物を地球温暖化防止や循環型社会形成のた
め広く有効利用しようとする活動の芽が息吹きつつ
あるが、一定の経済性を確保しつつこれらの活動を
行おうとするボランタリーな活動団体も、市町村長の
一般廃棄物処理業許可が必要とされており、多様な
セクターによる幅広い収集運搬が進みにくい状況に
ある。そこで、市町村長の管理監督下で幅広いバイ
オス系一般廃棄物の集積を促進させるため、専ら、
バイオマス系一般廃棄物を有効利用とするためにの
み収集運搬しようとする者については、許可制度に
替えて届出制度の法制化を強く求める。

Ｃ 　

一般廃棄物の収集運搬業の許可を与えるかどうかは、処理責任
を有する市町村が、当該廃棄物の排出抑制・リサイクルを含め
た適正処理による生活環境保全との関係や市町村の一般廃棄
物処理計画に照らし適切かどうかという観点から決すべきものと
して、市町村に委ねられているところであるから、バイオマス資
源の利活用の推進という観点であっても、これを不要とすること
は適当でない。
　また、市町村域を超えて広域的に扱われる一般廃棄物の収集
運搬に関する業の許可手続に係る負担軽減は、まさに御提案主
体自らの調整の下、関係市町村が収集運搬の委託を行い、許
可に関する情報の共有による手続の迅速化を図り、又は市町村
において再生利用指定制度を活用するなどにより、現行制度に
おいても十分に可能であると考える。

　右提案主体からの意見
を踏まえ、広域的なリサ
イクルを効率的に推進す
る観点から手続きを簡素
化できないか、再度検討
し回答されたい。

○バイオマスタウン構想の推進等賦存す
るバイオマスの利活用の機運が高まるな
か、市町においても、ＮＰＯ法人や地域活
動団体等のバイオマス事業計画に理解を
示し、積極的な支援を行いたい意向があ
るものの、一般廃棄物処理業許可につい
て、廃棄物処理法上の許可要件の適合性
や一般廃棄物処理計画の改定の説明理
由等に苦慮しており、不本意であるが対
応できないとの声も寄せられている。
○本提案は、環境への負荷の低減を図れ
るバイオマス系一般廃棄物に限り、既存
の許可制に加えて、市町の管理監督の下
での新たな届出制度を創設することによ
り、市町の裁量でバイオマスの利活用の
推進を図るものであり、実現に向けた再検
討をお願いしたい。

Ｃ

前回回答で述べたとおり、一般廃棄物に係る市町村長の許可につ
いては、市町村が、処理責任が課されているという立場から判断す
るものであるから、広域的なリサイクルを効率的に推進する観点で
あっても、これを不要とすることは適当でない。また、業の許可手続
に係る負担軽減についても、現行制度において十分に達成可能で
あることから、提案主体におかれては、まずはこれらの制度の活用
を図るべきであると考える。
 なお、環境省においては、市町村長の指定制度について、全国の
地方公共団体におけるリサイクル推進の先行的な優良事例を収集
し、地方公共団体による指定制度の円滑な活用による適正なリサ
イクルの取組を推進する観点から、いわばベストプラクティスに相
当するものを地方公共団体に情報提供することとしているところで
ある。

　右提案主体の意見を踏ま
え、再度検討し回答された
い。
　また、廃棄物の処理及び
清掃に関する法律上、貴省
回答にある市町村長の指
定制度について、関係市町
村と調整の上で都道府県
が申請等の窓口になること
が可能か回答されたい。
　併せて、優良事例を情報
提供するにあたり、上記の
ように都道府県が関係市
町村と調整して当該指定制
度を活用している事例を示
すことが制度の円滑な活用
を図る上で望ましいと考え
るが、貴省の考えを明らか
にされたい。

○前回、回答で示されたとおり市町村の再生利用
指定制度により、収集運搬業の許可を不要とするこ
とが可能であることは、十分承知しているが、現実
には既存の処理業者の既得権の保護や市町にお
いて制度導入の判断を行うことが難しいことから、こ
の制度はあまり活用されていないのが現状である。
市町において制度の円滑な活用が図られるよう情
報提供をお願いしたい。
○しかしながら、広く薄く賦在するバイオマスのよう
に、複数市町をまたがる広域的な収集が必要であ
る場合、すべての市町が一括して再生利用指定を
行うことは現実的には困難と思料する。本提案にあ
る届出制のような簡便に資源の利活用を図ること
が可能となる制度について再検討願いたい。
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兵庫県 環境省

1
3
0
0
7
0 自然公園区域におけ

る風力発電施設設置
に係る規制の適用除
外

自然公園法第１３
条第３項第１号
同法施行規則第１
１条第１１項

平成16年に、風力発電施設の新築等に係る許可基
準を下記のとおり定めたところである。
①特別保護地区地区、第１種特別地域及び海中公
園地区等の地域内で行われるものでないこと。
②風力発電施設が主要な展望地から展望する場合
の著しい妨げにならないものであること。
③風力発電施設が山稜線を分断する等眺望の対象
に著しい支障を及ぼすものでないこと。
④野生動植物の生息又は生育上その他の風致又は
景観の維持上重大な支障を及ぼすおそれがないこ
と。
⑤風力発電施設の色彩、形態が周囲の風致又は景
観と著しく不調和でないこと。
⑥風力発電施設の撤去計画が定められており、撤去
後の跡地整理がなされることとなっていること。
⑦風力発電施設に係る土地の形状変更規模が必要
最小限であると認められること。
⑧支障木の伐採が僅少であること。

国立公園内での風力発電施設設
置について、風車の設置が周辺の
風致・景観と調和すると認められる
場合（山稜線に設置する場合を除
く）は、自然公園法の風致景観に
関する規制の適用を除外する。

本県では、平成22年度の温室効果ガス
排出量を平成2年度から６％削減するこ
とを目標として地球温暖化対策を進め
ており、その対策のひとつとして、風力
発電の出力を現在の5700kWから平成
22年度までに10万kWまで増やす計画で
ある。
このため、よい風の条件の得られる自
然公園区域において、大規模風力発電
施設の設置を促進する。

兵庫県下で風力発電の適地を求めると、そのかなり
の部分が自然公園区域と重なる。本県の温室効果ガ
ス排出量６％削減の目標を達成するためには、自然
公園内における風力発電施設設置を認めていくこと
が不可欠である。
また、風力発電に適した風の条件が得られる場所
は、丘陵地や見通しの利く海岸が多いが、山の稜線
上を除くこれらの場所では、全体として風車の設置後
においても周辺の風致・景観と調和することが多いと
考えられる。このような周辺の風致景観と不調和でな
い場合は、風致景観に関する規制の基準適用を除
外することにより、風力発電施設の設置を促進するこ
とができる。

Ｃ

優れた自然の風景地として国家的見地から保全上の意義を認
められ指定された国立・国定公園においては、人為的な影響を
極力抑制し、指定当時の風致景観を極力維持する必要がある。
このため、風力発電についてその必要性を理解した上で、自然
景観の保護や生物多様性の保全と地球温暖化防止への取組の
両立を図るために平成16年に風力発電施設の設置等に係る許
可基準を定めているところ。周辺の風致・景観との調和は、基準
項目のひとつであり、他の項目にも合致する必要がある。
このため、本許可基準に基づいて個々の案件ごとに慎重に検討
する必要があるため、提案は認められない。

　右提案主体からの意見
を踏まえ、再度検討し回
答されたい。

○温室効果ガス排出量の削減対策が進
まない中で、風の条件のよい場所に風力
発電施設を整備することは有効な対策の
ひとつであり、自然公園の中での風力発
電施設の設置については、他の工作物と
違って基本的に認める方向で特別扱いす
べきである。
○また、風車は、他の工作物と異なり、自
然の風景との親和性が高いという特性を
もつ。これらのことを勘案して、自然公園
内における風力発電施設の設置について
は、公益上必要かつその場所以外では目
的を達成できない場合と同様に、景観に
関する基準適用の除外を求める。

Ｃ

　前回回答のとおり、優れた自然の風景地として国家的見地から保
全上の意義を認められ指定された国立・国定公園においては、人
為的な影響を極力抑制し、指定当時の風致景観を極力維持する必
要がある。
　 風力発電施設の設置は、大規模な土地の改変や風車による景
観の変化を伴い、国立・国定公園の風致景観に大きな影響を与
え、場合によっては当該地の公園たる資質を損なうおそれがある
行為であると認識している。
　 国立・国定公園においては、このような前提のもと風力発電につ
いてその必要性を理解した上で、自然景観の保護や生物多様性の
保全と地球温暖化防止への取組の両立を図るために、平成16年に
風力発電施設の設置等に係る許可基準を定め、個々の案件ごとに
慎重に検討していくこととしている。
よって、貴県の提案は認められない。

　右提案主体からの意見を
踏まえ、再度検討し回答さ
れたい。

京都議定書で約束したわが国の温室効果ガス排出
量の削減が一向に進まない中、可能な限りのあら
ゆる温暖化対策を講じていく必要がある。このよう
な状況において、風力発電施設については単なる
営利を目的とした施設ではなく、公的な使命を負っ
た施設として、その公益性を高く評価すべき時期に
きていると考えられる。自然公園区域であっても、
風車のある風景を、その土地の自然エネルギーを
利用した地球温暖化防止を象徴する風景ととらえ、
特別扱いして認めていくべきである。
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地域バイオマスの利
用施設に関する特区

廃棄物処理法第７
条第１項、第８条第
１項

一般廃棄物のリサイクルについても、廃棄
物処理法にのっとり、リサイクルを行う必要
がある。

地域バイオマス資源をエネルギー
などに変換して利用しようとする場
合、①その集積が廃棄物収集事業
者に限定される、②燃焼施設の設
置が制限される、③立地が制限さ
れる、などの制約があるが、これら
の制約を取り除くことにより利活用
を円滑に進める

地域バイオマスの利活用事業（バイオマ
スの変換利用事業）を実施する事業者
に対して、次のような措置を講じる。①
廃バイオマスの有償収集の許可、②当
該施設の熱源として焼却施設を設置す
る場合、廃棄物処理施設としない、③当
該施設の農用地区域等への立地手続
きを簡素化する

地域バイオマスの資源化（利活用）について、廃棄物
処理事業者以外の各種ノウハウを持った事業者の算
入が進み、地域経済が活性化するとともに、二酸化
炭素の排出削減など地球温暖化防止効果などが期
待される。

Ｃ 　

　廃棄物はぞんざいに扱われ、それが原因で環境保全上の支障
を生じる可能性を常に有しており、こうした可能性は再利用・再
資源化が可能であることによって否定されるものでないため、収
集運搬又は処分に係る基準、施設設置に係る基準及び業許可
に係る基準による制度的な管理下に置くことが必要である。
　したがって、一般廃棄物の処理を業として行う以上は、バイオ
マス資源の利活用の推進という観点であっても、市町村長の許
可を不要とする取扱いを認めることは適当でない。また、御提案
にある「燃焼施設」又は「焼却施設」についても、廃棄物処理法
施行令第５条第１項に定める一般廃棄物処理施設に該当する施
設であれば、上記のような観点から、都道府県知事の許可の対
象外とすることは適当でない。

　本提案にもあるとおり、
リサイクルを効率的に推
進していく必要があると
考えるが、貴省としてど
のように考えているか明
らかにされたい。

Ｃ

　御提案内容については、前回回答で述べたとおり、これを認める
ことは困難である。
 なお、環境省においては、バイオマスの利活用について、技術開
発の支援など効率的なリサイクル手法の開発・実用化を促進して
いるところであり、リサイクルの推進という観点からも、引き続き、低
コスト化技術の実用化に向けた取組などを行っていく必要があるも
のと考えている。
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0 温泉揚水ポンプ（動

力装置）の能力規制
の見直し

温泉法第９条

温泉のゆう出量を増加させるために動力を
装置しようとする者は、都道府県知事に申
請して許可を受けなければならないとされ
ている（自治事務）（温泉法第９条）。都道府
県知事は、地質の構造、泉脈の状態、温泉
の開発状況等それぞれの地域の実情を踏
まえ、適宜必要に応じて揚湯量の制限など
の附款を附し、許可処分を行っているところ
である。

温泉を汲み上げる揚湯ポンプは、
地盤沈下、温泉源を保護するため
温泉法においてポンプ動力の容量
を規制している。これを受けた都道
府県の条例などにおいて動力の分
当たり規制や口径の規制まで詳細
設定となっているためこれを日量
の揚湯規制に一本化する。

揚湯ポンプの能力を上げインバター制
御（張込時最大、補給時少量設定）し揚
湯量の規制遵守をデジタル計測により
実施する。これにより大幅な省エネル
ギー（地球温暖化防止）、衛生管理の向
上と温泉成分の変化抑制を実現する。

温泉法に定められている温泉の採取制限が都道府
県知事の許可となっており過大な規制となっている。
分当たりの揚湯規制により浴槽への直接給湯に長
時間を要すため貯湯槽を設置しなければならない問
題がある。その結果、公衆浴場法における規制の対
象となり昇温、保温によるエネルギーの浪費、滅菌に
よる温泉成分の変化、衛生管理項目の増加などの
問題が発生している。温泉施設の利用状況において
毎分、毎時、同量の揚水を前提とした動力規制から
日量規制（一日の揚水量は同量であるが時間毎は
一定でない）により貯湯槽を必要とせず浴槽に直接
給湯できるためボイラーによる昇温エネルギーを削
減でき且、衛生面の向上も図れる。

Ｅ
本提案に係る動力の装置の許可事務は、都道府県知事の権限
（自治事務）であるため、回答することはできない。

　貴省回答では都道府県
知事の権限とあるが、提
案内容にある「日量規
制」による採取制限を設
けることは可能か回答さ
れたい。また、都道府県
知事が採取制限を設け
るにあたり、「温泉行政
の諸課題に関する懇談
会」にも示されているとお
り貴省が一定の考え方を
示す必要があると考える
が、右提案主体の意見も
踏まえ、併せて回答され
たい。

環境省権限でなく都道府県知事の権限で
あるためにエネルギーを浪費し地球温暖
化防止の観点に逆行しており、安全衛生
も低下しているのが現状であるため温泉
法を改正すべきである。

Ｅ

提案内容が温泉法（以下「法」）第１０条の採取制限命令に関するも
のであれば、都道府県知事の裁量により、１日当たりの揚湯量を
もって温泉の採取量の制限を命ずることは可能である。
仮に、法第９条の動力装置の許可に関するものであるとした場合、
都道府県知事が許否の判断を行うに当たっては、まずは法第４条
に規定する周辺の温泉への影響等不許可事由の有無を確認し、そ
の上で不許可事由を払拭するに必要な範囲で、装置する動力その
ものの種類や出力その他装置の詳細などの条件を付して許可する
ことは可能であると解されている。
御指摘のとおり、自然環境局長の私的懇談会である「温泉行政の
諸課題に関する懇談会」の報告書において、掘削の許可等の基準
に係る内容について国が一定の考え方を示すことを含め、温泉資
源保護に関する仕組み全体についての見直しが求められている。
懇談会で指摘された論点について、11月から中央環境審議会で議
論を行っているところ。

　右提案主体からの意見を
踏まえ、再度検討し回答さ
れたい。

現行の温泉法の議論は、地盤沈下、枯渇防止に関
することであり、揚水及び楊水量の保温に伴うエネ
ルギー消費に関することが論じられていない。ま
た、現状では温泉掘削時に動力容量を審査するの
みで、どれ位の揚水が行われているか継続的なモ
ニタができていない。揚水量を計測して一定期間の
揚水量に規制をかければ、本来の目的に即した規
制ができるとともに、温泉揚水に伴うエネルギー消
費を削減することも可能になる。現状の動力容量か
ら揚水量の規制に転換するためには、不正防止の
ための新たな仕組みが必要であり、自治体では対
応が難しい課題である。本件については、法改正も
含めて国が率先してケーススタディを示すべき課題
である。
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0 焼酎排液からエタノー

ルを抽出できる規制
緩和

廃棄物処理法第９
条の８及び第15条
の４の２

リサイクルについても、廃棄物処理法に
のっとり行う必要がある。

①廃棄物処理法で規定されてい
る、「再生利用」に係る環境省の追
加処置。
②排出と同時に処理するため「再
生利用」のなかの腐敗が発生しな
い。

①酒造会社にプラントを設置すること
で、排液は腐敗することなく、アルコー
ル分は工業用エタノールとなり、排液中
の有機物は固形燃料化することが出来
る。

①数多くの小規模な酒造会社に処理プラントを設置
するには、「廃掃法」上の有資格者が必要であり人材
確保が困難である。
②処理水の汚濁防止条例の基準数値内に関係なく、
漁業者及び水利権者の同意が必要であり、その取得
が困難で断念した経緯がある。

C 　

本提案の趣旨が明確でなく、具体的な中身が不明ではあるが、
仮に再生利用認定制度についての御提案であれば、法令上に
もあるとおり、再生利用を行うにあたり十分な生活環境の保全が
担保されている必要があり、人材確保の困難な状況でそのよう
な再生利用が成し遂げることが可能だとは到底考えられない。
なお、漁業者及び水利権者の同意等については、廃棄物処理法
上一切関与しない事項である。

　提案内容は、焼酎廃液
からエタノールと固形燃
料（有機物）を抽出する
事業を行うにあたり、焼
酎廃液を再生利用認定
制度の対象廃棄物に追
加することを求めるもの
であるが、追加の可否に
ついて回答されたい。

Ｃ

　再生利用を大規模・安定的に推進するための施策が求められる
一方、処理施設の設置を巡る住民紛争が激化し、施設設置が非常
に困難となっている中、生活環境の保全を確保しつつ再生利用を
大規模・安定的に推進するため、ア）再生品が市場において確実に
利用される製品となることにより、再生製品の利用を含め再生利用
において生活環境の保全上の支障を生ずるおそれがないこと、イ）
こうした再生製品を生み出すためには、既存の生産設備を活用す
ることが有効であり、その生産設備が、日常的な監視を要せずとも
生活環境の保全が確実に担保されるよう安定的に稼働しているも
のであること、ウ）広域的かつ大規模に再生利用が促進されるこ
と、等が確保される場合においては、国の認定により業及び施設
設置の許可を不要とするといった規制緩和措置が必要と考えら
れ、再生利用認定制度が創設されたところである。以上のような背
景から、生活環境の保全の確実な担保が可能である生産設備等
において、大規模に再生利用を推進することが再生利用認定制度
の趣旨となっている。これらの趣旨を担保して生活環境の保全を確
保するため、再生利用認定制度の対象物に要件を設け、また、再
生利用認定制度に係る諸々の要件を定めているところである。
　御提案の内容は、上記再生利用認定制度の趣旨とは異なるもの
であり、加えて、御提案の物は、再生利用認定制度の対象物の除
外要件の「通常の保管状況の下で容易に腐敗し、又は揮発する等
その性状が変化することによって生活環境の保全上支障が生ずる
おそれがあるもの」に該当する。よって、再生利用認定制度の対象
とすることは適当ではない。
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義務量の引き上げ
（ソーラー特区①）

　電気事業者によ
る新エネルギー等
の利用に関する特
別措置法第3条第4
項、第4条

電気事業者（四国電力等一般電気事業者、
PPS,特定電気事業者）に対して、一定量の
新エネルギーで発電した電気を利用するこ
とを法律で義務付けている。電気事業は、
地域に関わらず行うことができるため、どの
地域で新エネルギーで発電した電気を利用
しても構わない。

　現行法から算出される新エネル
ギー等電気の利用目標量につい
て、地域独自の算定により引き上
げる。

　松山市地域の電気事業者の新エネル
ギー等利用目標量を引き上げることで、
「環境にやさしい自然と共生するまち」を
目指す。
　具体的には、松山市地域の電気事業
者については、松山市地域からの太陽
光発電相当量を、現行法で課せられた
新エネルギー等利用目標量（2010年）に
上乗せすることで引き上げる。
　それにより、太陽光発電余剰電力の
買取りの長期保障を促し、市の太陽光
発電を中心とした環境施策の円滑な推
進を図る。

　松山市は地球温暖化対策補助事業として、太陽光
発電システム設置費補助、住宅用太陽熱利用システ
ム設置費補助等を実施している。天候に恵まれ太陽
光発電に恵まれた地域であり、市民によるソーラー
パネルの設置も進んでいる。
　この事業を円滑に推進するためには、電気事業者
が太陽光発電余剰電力を積極的に長期にわたって
購入することが必要である。
　しかし、各電気事業者に課せられた利用義務量に
ついては、バンキングにより現在大幅に超過達成さ
れている。また、電気事業者によっては、今後も利用
目標量が超過できる見通しのなかで、新エネルギー
の種類によっては買取制限することも考えられる。こ
れに対し、利用目標量の引き上げ（枠拡大）によっ
て、太陽光余剰電力の買取りの長期保障を促すもの
である。

C

電気事業者による新エネルギー等の利用に関する特別措置法
は、経済効率的に新エネルギーを導入するためにその発電に係
る追加的なコストを分担し、最終的には電気の消費者に広くその
コスト負担を期待する制度である。その際、そもそも、電気事業
者の需要地と供給地は、市の地域と関係なく存在するので、一
定地域に限って義務量を決めることは困難。
　また、仮に一部の地域に高い目標を設定し、導入を促進した場
合、その導入促進に係る費用は他の地域を含めた消費者全体
からの負担によってまかなわれるものとなり、不公平。このた
め、当該提案は特区制度になじむものではない。

　右提案主体からの意見
を踏まえ、再度検討し回
答されたい。

新エネルギー等利用義務量は市単位では
なくブロック単位である。現行制度でも四
国エリアという地域に限定されている。こ
れを市の地域で決めるのも同様ではない
か。いずれにしても地域特性にあった特区
制度になじむものであり、特区制度を極め
て限定的に解釈することは問題である。地
域特性を活かした将来のエネルギー確保
という面からも効果は大きい。

Ｃ -

　　電気事業者による新エネルギー等の利用に関する特別措置法
は、電力事業者ごとに新エネルギー等の導入を義務づけており、
本法に基づき地方ブロック単位で導入を義務づけることは困難。そ
もそも、電力事業者に対する導入義務は一律の割合を課すこととさ
れている（現在電力事業者ごとに異なった義務割合を設定している
が、これは法施行前の新エネルギーの利用状況に応じた経過措
置）。仮に全国一律でない導入義務を課すとしても、電力会社の供
給地域は地域ブロックではない（四国において他の地域の電力会
社やPPS（特定規模電気事業者）が電気を供給することが可能であ
り、実際に供給しているＰＰＳもいる。）。このように、本法において
地域ブロック単位に義務量を設定することは困難。
　仮に、電力会社が地域単位で義務量を設定したとしても、当該地
域について特別に高い電力料金を設定しない限り、その地域の新
エネルギー導入コストは電力料金を通じ他地域の消費者により負
担されることとなり、これは特区制度の趣旨からも適切ではないと
思料。
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